《審議の内容》

●１　制度骨格に係る論点３「協約の内容を勤務条件に反映させる仕組み」の前回報告文以降について
・　(2)については、協約内容を法令・規程に適切に反映させるために第三者機関の意見を聞くとの意見が記載されているが、なぜ聞く必要があるのか。締結された協約に従って当局が責任を持って実施すればよい。
・　「法令」が協約に反してはならないという規定を置くことは困難との考えも示されているが、制度骨格に係る論点において、「法定事項かつ協約事項であるもの」という事項も各種想定されているところであり、締結された協約の内容によっては、法律を改正すべき必要が出てくることも十分想定される。そのような場合には、当局が責任を持って必要な法改正案を国会に付議し、国会での議決を求めればよい。したがって、「困難」とだけ言うのではなく、そういった場合の当局の義務も決めるべき。
・　【選択肢に関する考察】として「Ａ案やＢ案のように法律上何らかの規定を置くべき」とＷＧの考えが整理されているが、これについては賛成。
・　非組合員等の勤務条件を適用する際の手続については、まずは、権利を有しているのに組合に加入していない非組合員と、協約締結権が付与されない職員とは別個に考えるべき。非組合員が、団結権が保障されている下で、組合に加入しないことにより勤務条件決定に関与できないこととなったとしても、それは権利の自主的な放棄であり、特段の手続は必要がない。

●２　第三者機関のあり方について
・　【ワーキンググループにおける意見】として、「当該機能が実質的に交渉を拘束するおそれがあることから必要ない」との意見が記されているが、われわれも同じ考え。労使交渉に前置する形で、第三者機関が詳細な調査を行い、それを公表するだけでも労使交渉を左右し、労使自らが責任を持って労働条件を決定することを妨げ、結局、自律的な労使関係の構築に繋がらない。まして、意見表明を行うことになれば、人事院勧告と同様の機能を果たすことになり、絶対に認められない。今回の公務員制度改革を反古にするものだ。
・　⑥の非組合員等に協約内容の勤務条件を適用する際の手続について、「当事者ではない第三者機関の意見を聴取することは不適当」との意見が記されているが、われわれも同じ考えであり、使用者が責任を持って決定すべきである。
・　労働条件決定に関わる労使関係を調整するための第三者機関としては③、④の機能を担う機関を整備すれば十分と考える。
・　この間の議論において第三者機関の存在意義があまりに大きく強調されている。公務員に対する不信感か。公務においても責任ある当局を確立することが何よりも必要だ。

●３　交渉システムのあり方について
・　交渉事項の分配に係る事項は、労使自治の基本原則であるので、法令による権限分配を所与とするのではなく、あくまで交渉にもとづいて分配することを基本とすべきだ。中央人事行政機関及び各府省の人事に関する権限は法令で定められるとしても、各府省及び下部機関への委任については交渉による合意に基づいて行うべきである。

●補論　地方公務員に係る交渉システムのあり方について
・　ア　他の任命権者の交渉権限の首長への制度的な一元化の可否について、同一自治体内の職員について統一的な勤務条件を確保するため、多くの自治体でいわゆる「統一交渉」が行われており、今後非現業職員に協約締結権が付与されることとなれば一層そうした動きが強まることは間違いなく、「労使当事者が、共同で交渉・協議」することの意義を強調しておきたい。統一交渉の活用により、交渉コストの増加を回避することも可能となる。
・　イ　地方公共団体を超えた一元化の可否については、自治体は大都市でも過疎地でも一定水準以上の行政サービスを提供する必要を有していることからも、地方公務員全体に関わる賃金・勤務条件についての基準について、全国レベル等で交渉や協議を行うことは一定の意義を持つ。
・　基本はあくまでも各自治体の労使であることを共通認識とした上で、自治体を超えた交渉や協議のあり方を設計することが、協約締結権付与に伴うコストを抑える観点からも、各自治体が高くも低くも、あまりにもばらばらの賃金や勤務条件となることを避けることからも、必要である。
・　あくまでもＣ案の各自治体の労使による交渉のみである、とするのであれば、そこで締結した協約および議会による決定は、自律性を確保する上でも、もっとも高いレベルで保障されなければならないはずであり、その際には、自治体に対する総務省の指導・監督こそが排除される仕組みとならなければならない。
・　【選択肢に関する考察】の最後に「国公準拠を残すのであれば、Ｂ案のようにモデル的な勤務条件の水準等を示す必要はないとも考えられる」との意見が記載されているが、国公準拠以外の全国統一的なモデル条件があり得ないわけではないし、都道府県内自治体、あるいはブロック内自治体で共通のモデルということも考えられる。国公準拠さえあれば、統一的なものはいらないということにはならない。

●交渉当事者たる職員団体のあり方について
・ 【選択肢に関する考察】として「Ｃ案（交渉段階では特段の制度上の措置を講じない）が適当であるということで意見が一致した」とされており、Ａ案及びＢ案の問題点に加えて、最後の○で「使用者が、勤務条件の統一性を確保する観点から労使交渉に臨むことが適当」との意見が記載されており、われわれも同じ考えだ。

●職員団体制度のあり方について
・　職員団体制度は、ＩＬＯからも登録制度や構成員の範囲・専従制限などの問題を指摘されており、結社の自由の原則と相容れない仕組みであることから、この際、国際労働基準に基づき、労働組合とすべきである。労働条件を交渉と労働協約に基づいて決定する仕組みの中で、職員団体制度を維持する必然性はない。これは譲れない。

●４　労使協議制について
・　われわれは、労使協議制によって、使用者と職員との集団的かつ恒常的なコミュニケーションをはかることは、自律的労使関係を構築する上でも、公務の有効で効率的、円滑な運営を実現し、国民･住民に良質な公共サービスを提供するためにも極めて有意義であると考えている。

　労働側の意見に対し、総務省人事・恩給局長からは次のような発言があった。
・　1（2）の協約内容を担保する仕組みについては、法律と協約との関係を整理すると、B案が適当。
・　非組合員等に対する手続としては、協約締結権が制限された職員もいることから、第三者機関の意見を聞くC案が適当である。
・　第三者機関のあり方としては、交渉の指標となるものの事前調査と公表が交渉のスタートラインとしてあることが、スムーズが労使交渉に資するもの。ただし、交渉を制限するようなものであってはならず、したがって、意見表明は慎重に考えるべき。
・　交渉システムのあり方のなかの交渉事項の分配については、労使交渉で協議されるものではない。使用者側がどのような権限を有するかによって、必然的に各段階での交渉事項は決定するものである。
・　職員団体制度は、使用者側の負担の観点からも、職員を構成員とする現行制度を維持すべき。
・　労使協議制は、交渉の対象外である管理運営事項について協議するものであるとともに合意まで義務付けるものではないのであるならば、法律上制度化するのはいかがか。
　また、高橋座長代理は、「第三者機関のあり方については、公務員を信頼していないからではなく、制度の仕組みとしてどのようにあるべきかを考えているもの。民間との大きな違いは、責任ある当局があるとしても、内閣総理大臣と国会の存在を抜きにすることはできないこと。また、国会は、多数派といえども党派である。公務員制度として政治的中立を確保する観点から、専門的・中立的機関である第三者機関の存在は必要である」とした。

　その後、今後の検討事項等についての説明を事務局から受け、労働側委員が「年内に報告書の作成までをやりあげる当初のスケジュールに変わりはないか」と質したのに対し、事務局からは、当面これまでどおりにやっていくとの説明がなされた。

　最後に国家公務員制度改革に関する特別世論調査の結果について事務局が説明し、委員会を終えた。

